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は じ め に 

 

 認知症介護研究・研修仙台センターでは、独立行政法人福祉医療機構の「長寿社会福

祉基金（一般分）」の助成を受け、平成２０年度より「認知症高齢者介護家族への個別

相談対応のための研修システム構築事業」を展開しております。 

これまで在宅で介護にあたる家族に対する支援は、一定の時間介護を肩代わりするこ

とによって介護家族の負担を軽減することに主眼が置かれており、介護家族が自ら相談

を求めない限り、精神的な支援が必要な時期にある家族に対して十分な支援が行き届い

ていないことが課題でした。 

そこで本事業では、在宅の介護家族と接する機会の多いデイサービスやデイケアの多

くの職員を対象に専門性の高い個別相談に専門職として対応できる人材を育成するこ

とを目ざし、研修に活用できる教材を開発することを目的としました。 

また、そのような人材を最低限「一事業所一人」を目標に育成するシステムを構築し、

悩みや不安をもった全ての介護家族に対して介護負担を軽減することができる人的環

境を構築することを目指しています。 

平成２１年度は、昨年度作成した研修カリキュラムと研修教材の内容を検証すること

を目的に、全国 11 箇所で計 12 回モデル研修を開催しその有用性を確かめることができ

ました。このモデル研修には、計 3,808 名の方に参加希望をいただき、うち 1,302 名の

方にご参加いただくことができました。より多くの方に参加していただくことは、より

多くのご家族の支援に繋がることから、この事業の目的である研修システムの構築は急

務であると改めて強く感じております。 

今年度モデル研修の参加者の皆さんに評価をいただき改訂をした映像教材や研修テ

キストは、認知症のご本人、そしてご家族の方の、ふたたびのご協力によってより良い

研修教材を作成することができました。あらためて、皆様に心から感謝申しあげます。 

来年度は、都道府県市レベルで実施できるよう支援し認知症高齢者介護家族への個別

相談対応のための研修システム構築推進を行っていく予定です。 

今後も、当センターの研究・研修事業につきましてなお一層のご理解、ご支援とご協

力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 
 

認知症介護研究・研修仙台センター 
センター長  加 藤  伸 司 
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   家族形態と介護の担い手の変化 

現在、我が国における在宅で認知症の人を介護する家族を支援するサービスは不

足している。サービスの必要性が示唆される要因としては家族構成の変化による介

護の担い手の変化や

家庭内における介護

力の低下が懸念され

る。家族構成の変化

については、「平成 19

年度国民生活基礎調

査」（厚生労働省）で

顕著に示されている。

全体の家族構成を昭

和 63 年と平成 19 年

を比較すると、単独世

帯と夫婦のみの世帯、そして親と未婚の世帯が、大きく増加し、三世代同居率が減

少している（図 1-1）。つまり、これまでわが国で伝統的に営まれてきた家族間の役

割はこの 20 年で大きく変化せざるを得ない状況になったことがわかる。同居によっ

て、これまで生活の連続性のなかにあった介護は、親や祖父母が要介護状態になっ

た時にだれが介護をするかという選択に迫られ、そしてそこから新たな関係作りが

始まり、家族間の役割の再構築が必要になってくるのである。 

こうした介護の役割の実態を図 1-2 をとおして見ると、年々65 歳以上の高齢者だ

けで暮らす世帯（高齢者世帯）が増加し、平成 19 年では 1,926 万 3 千世帯で全体の

40％を占め、さらに単独世帯（独居高齢者）および高齢者夫婦のみの世帯が増加し

ている。その数は昭和 61 年から比べると、24 年で約 3倍以上となることが明らかに

なった。また、在宅の介護者の属性については、その介護の担い手は、同居してい

る家族等親族の割合が最も多く全体の 60％を占めている。続柄では、配偶者（25％）

が最も多く、次いで子（17.9％）、子の配偶者（14.3％）と続く。性別では、女性の

占める割合が男性より高くなっている。また、介護者の年齢は、全体では 50％以上

１．問題の所在 

図 1-1 家族構成の変化

 

 

第４章 モデル研修の効果と家族支援の方向性・・・・・・・・・・・・44 

  １．目的 
  ２．方法 

３．結果 

   １）対象者の属性 
   ２）研修の効果 
   ３）研修内容の副次的効果 

４．介護家族支援事例提供内容の分析 
   １）家族介護者の基本属性 

   ２）職員がうまくいっている・うまくいってないと思う事例の基本属性 

   ３）事例の概要 

  ５.研修の効果と事例分析のまとめ 

 
第５章 認知症介護家族の個別相談対応の教育支援システムの構築・・・64 

  １．個別相談対応のための教育研修システム構築体制 

  ２．介護家族個別相談にむけた支援教育システム構築 

    モデル研修「家族支援に向けたスキルアップ研修会」の開催 

１）概要 

２）案内発送先 

３）開催場所と申込者数 

  ３．研修カリキュラムの改訂 
１）カリキュラムの改訂 

２）「研修ねらい」の変更 

  ４．教育研修教材の改訂 
１）テキスト教材の改訂 

２）講師用テキストの変更点 

  ５．映像教材の改訂 
１）映像教材の改訂の全体像 

２）認知症の本人映像教材改訂 

３）介護家族の映像教材改訂 

  ６．認知症介護家族支援のための研修システムの構築 
   １）認知症介護家族支援のための研修システムの構築の取り組み 
   ２）行政担当者会議の開催 
   ３）講師養成とテキスト作成 
   ４）広報のためのホームページの作成 
   ５）研修内容の活用事例 
 
資料１ モデル研修参加者の受講評価票 
資料２ モデル研修フォローアップ調査および事例記入票 
資料３ モデル研修受講者募集案内 
資料４ 事業実施広報ホームページ 
資料５ モデル研修実施概要一覧 


